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研究成果の概要（和文）：介護予防の重点課題の設定に関する根拠を得ること、特に若年期から将来の介護予防
を目指す保健指導の具体的な項目を提案することを目的としてエコロジカルスタディーを実施した。2016年の国
民健康・栄養調査結果および2019年の介護保険事業状況報告から都道府県別のデータを収集した。収集した項目
は、食塩摂取量、喫煙率、野菜類摂取量および歩数、要介護２以上の認定率であった。Pearsonの相関係数を算
出した結果、食塩摂取量、喫煙率、野菜類摂取量および歩数のいずれの項目も、要介護２以上の認定率と有意な
関連を認めなかった。ロジスティック回帰の結果についても、有意な関連は認められなかった。

研究成果の概要（英文）：An ecological study was conducted to obtain evidence on establishing 
priority issues for long-term care prevention, exceptionally to propose specific items for health 
guidance to prevent long-term care from a young age. Data by prefecture from the results of the 2016
 National Health and Nutrition Survey and the 2019 Long-Term Care Insurance Business Status Report 
were collected. The collected items were salt intake, smoking rate, vegetable intake and the number 
of steps taken, and the certification rate requiring long-term care two or higher. Pearson’s 
correlation coefficients showed no significant association of the certification rate requiring 
long-term care two or higher with salt intake, smoking rate, vegetable intake, and the number of 
steps taken. The multivariable logistic regression analysis also showed no significant association 
of the certification rate requiring long-term care two or higher with salt intake, smoking rate, 
vegetable intake, and the number of steps taken.

研究分野：政策疫学

キーワード： 健康寿命　食塩摂取　生活習慣　エコロジカルスタディー

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
介護予防の重点課題の設定に関する根拠を得ること、特に若年期から将来の介護予防を目指す保健指導の具体的
な項目を提案することを目的としてエコロジカルスタディーを実施した。その結果、食塩摂取量、喫煙率、野菜
類摂取量および歩数のいずれの項目も、要介護２以上の認定率と有意な関連を認めなかった。本エコロジカルス
タディーでは検出力が不足していたり、交絡要因を調整できていなかったりするためかもしれない。今後、症例
対照研究やコホート研究などでの検討が必要と思われる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 高齢化が進む中で、要介護状態となる高齢者は増加の一途をたどり、介護費用も平成 28 年度
には 10兆円を超え、GDP 比で 2.0%にまで達している[1]。このような状況の中、政府は「健康寿
命の延伸」を理念的目標として様々な施策を推進しているところである[2]。 
 健康寿命は「日常生活動作の自立」あるいは「自らが健康であるとの自覚」がある期間の平均
とされる[3]。このことから、要介護状態の予防、すなわち介護予防が健康寿命延伸の要であり、
介護保険制度の持続可能性に極めて重要なカギとなることは論を待たない。 
 「介護予防」の効果的・効率的な施策を実施するためには、科学的なエビデンスに基づいて介
護予防の重点課題を設定することが不可欠である。要支援・要介護となった主な原因の 1位は脳
血管疾患であるため[4]、脳血管疾患の危険因子として、喫煙、高血圧、糖尿病、高食塩摂取な
どが要支援・要介護の発生に大きく関連していることが推察される。しかし、これらの危険因子
が、要支援・要介護の発生に具体的にどの程度関連しているかは明らかになっていない。特に、
食塩摂取量については、その定量的な把握が難しいこともあって、要支援・要介護への影響に関
するエビデンスがない。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、①介護予防の重点課題の設定に関する根拠を得ること、②特に若年期から将
来の介護予防を目指す保健指導の具体的な項目を提案することである。 
 
３．研究の方法 
 2016 年の国民健康・栄養調査結果および 2019 年の介護保険事業状況報告から都道府県別のデ
ータを収集した。収集した項目は、国民健康・栄養調査結果からは食塩摂取量の平均値（20 歳
以上、性・都道府県別、年齢調整値）、現在習慣的に喫煙している者の割合（20 歳以上、男性、
都道府県別、年齢調整値）、野菜類摂取量の平均値（20 歳以上、性・都道府県別、年齢調整値）
および歩数の平均値（20－64 歳、性・都道府県別、年齢調整値）、介護保険事業状況報告からは
被保険者数および要介護（要支援）認定者数であった。要介護２以上の認定率を年齢階級別（65
歳以上 75歳未満、75 歳以上 85歳未満、85歳以上）で算出し、その平均値を以て年齢調整認定
率とした。これらのデータについて都道府県を単位としてレコードリンケージを行い、要介護２
以上の年齢調整認定率と食塩摂取量などとの関連をロジスティック回帰分析などにより検討し
た。 
 
４．研究成果 
(1) 収集した値の 47都道府県の平均値および標準偏差 
 要介護２以上の年齢調整認定率の 47 都道府県の平均値±標準偏差は 14.7%±1%であった。熊
本県を除く 46都道府県の食塩摂取量は、10.0g±0.5g であった。男性の喫煙率は 30.1%±3.7%で
あった。野菜類摂取量は、280.0g±21.3g であった。歩数は 7038.0 歩±519.0 歩であった。 
 
(2) 要介護２以上の年齢調整認定率との相関 
 食塩摂取量、男性の喫煙率、
野菜摂取量および歩数と要介
護２以上の年齢調整認定率と
の相関を表１に示す。いずれの
項目も要介護２以上の年齢調
整認定率と有意な関連は認め
られなかった。 
 
(3) 多変量ロジスティック回
帰分析 
 要介護２以上の年齢調整認
定率をロジット変換した値を
従属変数として、多変量ロジ
スティック回帰をした結果を
表２に示す。いずれの項目も
要介護２以上の年齢調整認定
率と有意な関連は認められな
かった。 
 
(4) 考察 
 食塩摂取量、男性の喫煙率、

表１ 要介護２以上の年齢調整認定率との相関 

項目 相関係数* P値 

食塩摂取量 -0.148 0.326 

男性の喫煙率 0.018 0.903 

野菜摂取量 -0.026 0.863 

歩数 0.020 0.895 

*Pearsonの積率相関係数 
表２ 要介護２以上の年齢調整認定率をロジット変換し

た値を従属変数としたロジスティック回帰 

項目 回帰係数 標準誤差 P値 

食塩摂取量 -0.039 0.033 0.238 

男性の喫煙率 0.187 0.360 0.604 

野菜摂取量 0.000 0.001 0.565 

歩数 <0.001 <0.001 0.701 

 



野菜摂取量および歩数と要介護２以上の年齢調整認定率との間に有意な関連は認められなかっ
た。 
 要支援・要介護の主原因の脳血管疾患の危険因子としては喫煙、高血圧、糖尿病、高食塩摂取
などが報告されており、従来大規模コホート研究などにより、高血圧と循環器疾患死亡[5]、眼
底所見と循環器疾患死亡[6]、高血圧や糖尿病等と医療費[7]、食習慣と食塩摂取量の関連が明ら
かになっている[8]。 
 本エコロジカルスタディーでは検出力が不足していたり、交絡要因を調整できていなかった
りするためかもしれない。今後、症例対照研究やコホート研究などでの検討が必要と思われる。 
 
＜参考＞ 
 参考として、縦軸に要介護２以上の認定率を、横軸に食塩摂取量（ａ）、男性の喫煙率（ｂ）、
野菜摂取量（ｃ）、歩数（ｄ）を設定した散布図を示す。 

参考：要介護２以上の年齢調整認定率と、食塩摂取量（ａ）、男性の喫煙率（ｂ）、野菜摂取量（ｃ）、 
   歩数（ｄ）の散布図 
   縦軸が要介護２以上の年齢調整認定率 
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